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No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

１　競争性の確保について

競争性の確保につ
いて

静岡市の平成25年度の入札（指名競争入札も含
む）は、件数、金額ともに全体の13～14％と低く
なっている。地方自治法では、一般競争入札が原則
的な方法であり、指名競争入札や随意契約は、特別
な理由がある場合に限り認められる例外的な方法と
して定めている。自治法の趣旨からすると、現状
は、原則と例外が逆転している状況になっている。

自治法の趣旨に則り、一般競争入札の比率をさら
に高めていくためには、競争入札の対象となる業務
について見直しを行い、この拡大に取り組むことが
必要と考える。

　委託業務等各種契約事務においては、地方自治法施行
令第167条の４及び第167条の５第１項（施行令167条の
11第１項、第２項）に基づき、各業務ごと入札参加資格
を定め、市自ら積算できる業務とＷＴＯの対象となる業
務を入札対象業務としてきました。
　また、上記以外の業務について、入札対象業務に移行
するためには、「業務ごとに必要な入札参加資格を定め
ること」、「予定価格を基準として入札金額により自動
的に契約の相手方が決定することから、客観的な積算基
準を設けること」が必要であると考えて検討してきまし
たが、各種業務の内容が多岐にわたり、これら基準を設
けることが困難であったため入札対象業務とはせず、随
意契約制度の中で競争性を確保した複数者による見積執
行（競争見積形式）とする、競争入札に準じた制度を取
り入れてきました。
　なお、地方自治法本来の随意契約である単独随意契約
とする場合にあっては、静岡市委託業務等業者選定委員
会規程に基づく組織において、その可否を十分に検討し
ており、安易に取り入れてはおりません。

措置済 平成27年度

平成２９年度措置報告項目

平成２８年度措置報告項目

特定の事件（テーマ）：委託契約の事務の執行について

指摘事項

平成２７年度措置報告項目



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

　以上のことから、入札対象が特定の業務となっており
ますが、これら以外の業務については単独随意契約を除
き、競争入札に準じた競争見積形式をとっていることに
より競争性は十分確保できているものと考えておりま
す。
　しかしながら、地方自治法の趣旨からすれば一般競争
入札を原則とするものとされておりますので、当面は現
行制度を維持しつつ、例年実施する「委託業務等各種契
約調査」において各課の発注状況を把握し、入札参加資
格要件・積算基準のあり方等調査・検討を行い、対象業
務の拡大を目指していきたいと考えております。
（契約課）

２　静岡庁舎地下駐車場管理業務

(1)再委託の事実認
識について

　この業務で再委託が行われているという事実につ
いて、所管課が17年間把握していなかったことが監
査の過程で判明した。これは、業務の委託者とし
て、管理監督責任が果たせていないということに他
ならない。
　再委託が行われているという事実は、課内で供覧
に付されている公社からの提出資料を見れば、容易
に把握できるものである。委託業務の管理者とし
て、通常の注意義務を長期にわたり怠っていたとし
か言いようがない。
　所管課による委託業務の管理体制を強化する必要
がある。

　地下駐車場管理業務において、委託先であるまちづく
り公社の職員のほか、シルバー人材センター職員も従事
していることは、指摘を受ける以前から把握していまし
た。
　今回の指摘を受け、過去に遡って確認したところ、公
社としては、高齢者等の雇用の安定等に関する法律に基
づき、高齢者の雇用確保、いきがいづくりという一貫し
た考えの下、公益財団法人たるシルバー人材センターか
らの事実上の人材派遣により、必要な人材を確保してい
るということでした。
　また、当課としても、シルバー人材センターは、公益
性のある団体で、かつ、高齢者の雇用の場の確保を目的
に設立された組織ということもあり、これまで、その雇
用自体を人材派遣と認識していました。
　しかしながら、実際には委託という形式をとっている
ため、平成27年度からは、再委託に必要な手続きを実施
したところです。
　なお、再委託とした場合に、別途監査委員から意見を
いただいた「偽装請負」とされないための必要な措置を
とるよう公社には指導しました。
　さらに、契約関係書類等については、その内容を課内
で十分に確認するとともに、疑問な点があれば相手方と
協議して問題を迅速に解決するなど、管理体制を強化し
ました。
（管財課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)契約違反（再委
託の承認）につい
て

この委託業務において、公社からシルバー人材セ
ンターへの再委託は、市の承諾のないまま行われて
いた。これは委託契約書第12条第２項に違反してい
る。この業務では、契約違反の状態が最低でも17年
間は続いていた。

再委託について、所管課による適正な承認手続を
実施し、契約書の記載内容を遵守する必要がある。

　平成27年度は、再委託承認申請書を受領し、再委託が
「高齢者の雇用確保を目的としたものであり、再委託者
への連絡等を目的に、再委託先に現場の管理者を置く」
ことを確認したのち、承認処理を行いました。
　平成28年度以降の委託業務においても、適正な手続き
を行っていきます。
（管財課）

措置済 平成27年度

(3)契約課からの通
知の実施状況につ
いて

　所管課では、契約課からの通知に記載されていた
内容の確認を怠っていた。
　所管課において、通知に記載された内容が確実に
実施されるよう、管理体制を強化する必要がある。
また、契約課においても、各課の実施状況を確か
め、確実な履行を求めることが必要と考える。

　契約課の通知内容を踏まえ、委託契約書の中に、再委
託する場合の条件を追加しました。
　
　契約課からの通知を確実に供覧し、通知内容に沿った
対応をすることを課内全体に周知徹底するなど、管理体
制を強化しました。（管財課）

　契約課から各所属に周知した事項（再委託、暴力団排
除に関する誓約書兼同意書の提出等）について実施状況
を調査するため、平成27年６月に「平成26年度分委託業
務等各種契約調査」の調査項目を追加し、各課の実施状
況を確認しました。今後も引き続き適正な事務の執行を
図るため、各所属に対し定期的に周知を行っていきま
す。
（契約課）

措置済 平成27年度

(4)主たる業務の再
委託について

　静岡市では、委託業務のうち一部の業務について
は、例外的に再委託することを認めているが、主た
る業務の再委託は認めていない。この再委託は、市
が禁止している主たる業務の再委託にあたるのでは
ないかと考えられる。
　そのため、所管課で主たる業務の内容を再度検討
し、それらの業務を明確にしたうえで、再委託が可
能な業務と再委託できない業務（主たる業務）とを
仕様書に明示しておくことが必要と考える。

　業務仕様書（標準配置人員及び作業分担）の内容を変
更し、主たる業務とそれ以外の業務を明確に区別しまし
た。
（管財課）

措置済 平成27年度
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(5)積算価格の見直
しについて

　この委託業務では、市の外郭団体であるまちづく
り公社が、単価の低いシルバー人材センターへ再委
託することにより、利益が生じている状況となって
いる。
　市は、業務を分割してシルバー人材センターへ直
接発注するか、あるいは、積算方法の見直しを行う
ことにより、委託料の削減を図る必要がある。

　業務仕様書の内容を変更し、主たる業務とそれ以外の
業務を区別する中で、積算価格の削減を図りました。
（管財課）

措置済 平成27年度

(1)学校給食会の管
理運営費について

　市が学校給食会へ支払っている委託費の中には、
役員報酬、外部監査費用、備品購入費などが含まれ
ていることが判明した。これらの費用は、静岡市学
校給食会という組織の管理運営費であって、委託業
務の対価ではない。
　市は、現状の積算方法を見直し、適正な委託業務
の対価を算定する必要がある。また、運営費を支出
する場合には、委託費としてではなく、補助金等と
して支出の妥当性を検討する必要があると考える。

措置済 平成27年度　物資の共同購入事務等は、本来市が行うべき業務であ
るが、静岡市学校給食会（以下「給食会」）に委託する
ことで、効果的・効率的に学校給食事業を行っていま
す。
　委託業務内容については、積算項目について当課の認
識不足もあったことから、平成28年度予算要求に際して
は、積算方法を見直し、役員報酬については当該業務を
行う事務責任者として人件費に計上し、また、外部監査
費用や備品購入費の項目は削除し、一般管理費、業務管
理費を計上することで、適正な対価を算定しました。

３．学校給食用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)静岡市と静岡市
学校給食会の関係
について

　静岡市と学校給食会との関係は、業務の委託以外
に明文化されたものはなく、給食費の取り扱いにつ
いては、明確な取り決めがない。
　保護者から多額の給食費を徴収している以上、市
は、市民への説明責任を果たすことが必要である。
静岡市と静岡市学校給食会との間で、学校給食費の
取り扱いや両者の関係を明確にし、それらを明文化
しておくことが必要と考える。また、今後は、公会
計への移行といった流れも視野に入れ、市と学校給
食会のあり方について検討しておくことが必要と考
える。

　学校給食会では多額の資金が取り扱われている
が、保護者から預かった多額の資金について、市の
監査等は行われていない状態となっている。
　これは、市による学校給食会の管理運営費の援助
が、補助金ではなく、委託費を通して行われてきた
ことに起因するものと考えられる。学校給食会が市
の財政援助を必要とするのであれば、それは委託費
ではなく、補助金として支出すべきである。それに
より、市の財政援助団体として、必要に応じて監査
を行うなど、市の積極的な管理監督を強化する必要
があると考える。

(3)学校給食の安全
検査について

　学校給食の安全検査については、市が管理してい
るが、業務仕様書には、具体的な検査内容が記載さ
れていないため、市と学校給食会との役割分担が不
明確となっている。
　食品の安全検査については、「良質かつ新鮮な食
材の選定を行うこと」という包括的な文言ではな
く、個別具体的な検査内容を記載することにより、
学校給食会の役割を明確にしておくことが必要と考
える。

　学校給食の安全検査については、平成27年度の委託契
約において業務仕様書を見直し、「年２回以上残留農薬
等の検査を実施すること。なお、当検査は学校給食用食
材の中から抽出した２種類以上について、各１回以上行
うものとする。」と具体的に検査内容を記載し、給食会
の役割を明確にしました。
（学校給食課）

措置済 平成27年度

　給食会は、昭和33年の発足以来、給食用物資の代金の
支払いや給食の研究などを行い、本市の学校給食に関
わってきた経緯があります。
　また、給食会は、学校給食の円滑な運営とその充実を
図ることを目的としており、昭和49年度からは、本市か
ら「給食物資購入事務」を受託し、安心・安全な学校給
食用物資を安定的に供給する業務を行い、今日に至って
います。
　給食会は、給食用物資の食材選定及び調達に関する専
門的かつ豊富な知識・情報を有している他、事務責任者
に学校現場の状況をよく把握している元校長職を充て、
学校給食センターやその配食校との緊密な連携を図ると
ともに、給食費の徴収についても、納付率の向上に取り
組むなど、重要な役割を担っています。
　このように、給食会は、本市の学校給食事業の一旦を
担い、長年に渡り学校給食の円滑な運営に大きく貢献し
ており、今後もなくてはならない団体であるため、その
体制を確認し、確固たる組織としての基盤作りを給食会
とともに検討していきます。
（学校給食課）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

４　東部・北部・中吉田学校給食センター汚水処理施設管理運転業務

積算と実績の乖離
について

　この業務において、薬剤の使用実績は、市が予定
している使用量の30％程度に過ぎず、その分、実態
よりも、市の積算価格は高く算定されている。つま
り、市の積算金額は、公社の実質的な負担額よりも
高く見積もられており、契約金額も高いものとなっ
ている。
　積算金額については、環境公社の薬剤の使用実績
を考慮して、算定する必要があると考える。

　平成27年度の契約において、過去３年間の薬剤使用実
績量の平均値から使用見込み量を算出し、適切な委託業
務量の積算を行いました。
（学校給食課）

措置済 平成27年度

　この業務では、業務完了後に実施報告書を入手
し、業務の実施状況について確認を行っている。し
かし、所管課では、薬剤使用量について、積算と実
績とが乖離していることに気づいてはいなかった。
　前年度の実施報告書の結果を精査し、当初の設計
と乖離している部分については、原因を究明し、次
の年度の契約に反映させるという、ＰＤＣＡサイク
ルの確立に努める必要がある。

　今後も、業務完了後の実施報告書において、業務の実
施状況や薬剤使用量について、積算と実績との乖離がな
いかしっかりと確認し、次年度の契約に反映するよう適
切な管理を行います。
（学校給食課）

措置済 平成27年度

５　教育委員会文書送達業務委託

(1)契約違反（再委
託）について

　この業務委託では、契約書において、再委託を禁
止しているにもかかわらず、業務の一部が再委託さ
れている。これは契約違反にあたる。再委託を行う
のであれば、契約書の規定を変更しておく必要があ
る。

　平成26年度の委託契約から、市の書面による承認を受
けた場合は再委託可能である旨の条項を追加し、契約書
の規定を変更しました。
（教育総務課）

措置済 平成27年度

　また、再委託を実施するにあたり必要となる再委
託の承認手続、必要書類の入手など、市の定めた事
務手続が行われていない。再委託を行うのであれ
ば、これらの事務手続についても、漏れなく実施す
る必要がある。

　平成26年度の委託契約から、再委託の承認手続き、必
要書類の入手など、市の定めた事務手続きを契約書及び
業務仕様書に明記しました。また、これらの再委託に必
要な事務手続きについても、平成26年度委託業務から漏
れなく実施しました。
（教育総務課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)再委託が行われ
た経緯について

　この業務では、契約書上、再委託の禁止を明記し
ている。受託者の請負に業務を行わせることが、契
約書に違反していることは明らかであった。契約内
容についての担当者の理解不足、再委託禁止という
市のルールの認識不足がうかがわれる。また、契約
書に違反している事実を知りながら、結果的には、
そのまま放置していたことにも問題がある。
　このような事態を避けるため、委託契約の業務内
容について、担当者の理解、認識を高めるととも
に、契約課との連携についても、強化しておく必要
があると考える。

　課内の委託業務担当者が共通の認識のもと、業務を進
めることが出来るよう、委託業務全般の考え方やルール
を課内研修により再確認し、理解の徹底を図るととも
に、契約課と連携し、毎年のルール変更を必ず確認する
等委託業務への管理体制も強化しました。
（教育総務課）

措置済 平成27年度

(3)主たる業務の再
委託について

　所管課には、主たる業務を再委託しているという
認識がなかったとのことである。課内において、市
のルールの理解の徹底を図り、委託業務の管理体制
を強化する必要があると考える。

措置済 平成27年度  民間業者が行う信書便業務の再委託については、民間
事業者による信書の送達に関する法律第23条第１項に総
務大臣の認可を受けなければならないとされ、また、同
条第２項では、総務大臣は、認可の申請がある場合、当
該委託を必要とする特別の事情があり、かつ受託者が当
該業務を行うのに適している者であるときは、認可をし
なければならないとされ、当該認可の審査基準は、①信
書便の業務の一部を委託するほうが自ら当該業務を実施
するよりも経済的であること、②信書便物の秘密の保護
が確保されていること、③信書便物の取扱いに係る責任
が明確に定められていることなどが定められています。
　このことは、信書の送達は、法に基づく一定のルール
の中で、規制緩和の流れを受け、信書便物の秘密の保持
が確保されることなどを前提に、信書便取扱事業者やそ
こから再委託を受ける民間事業者にも門戸を広げたもの
と解されます。



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

　この業務では、市のルールに反し、主たる業務の
再委託が行われていた。
　主たる業務の再委託については、市のルールに抵
触していることを理由に止めるべきなのか、あるい
は、コスト効率等を考慮して継続するべきなのか、
まずは所管課と契約課で検討する必要がある。その
うえで、主たる業務の再委託を継続すると決めた場
合には、この再委託を例外的に妥当と判断した合理
的な理由について、市民に対し明確に説明する必要
があると考える。

６　学校等可燃ごみ収集運搬業務

(1)ごみ収集箱の取
り扱について

　葵・駿河区の積算単価には、固定費が３分の１以
上を占めている。多額の固定費を「変動費的な費用
で構成されている」として単価契約することには、
やはり無理があり、委託料が過大となる可能性も高
い。
　葵・駿河の変動費については単価、固定費につい
ては総価を前提として、積算方法等を見直す必要が
あると考える。

　本市は、委託契約における再委託の適正な執行につい
て、契約課長通知により、①主たる業務でないこと、②
社会通念上妥当であること、③相手先の履行能力に疑義
がなく、当該業務の見積執行参加者でなく、かつ、再委
託契約金額が妥当であること、④その他契約の適正な執
行に支障が生じるおそれがないことの４項目を総合的に
判断して承認することとしていますが、本件業務の再委
託を承認したことについては、この法で認められた信書
便の取扱いのルールを勘案した上で、本市の再委託承認
ルール４項目を総合的に判断し、社会通念上妥当である
ものに該当するものと解して再委託を承認したものであ
ると理解しています。

　平成28年度の単価契約から、固定費（容器設置料）を
除いた変動費のみの積算金額としました。
　これに伴い、平成28年度から、葵・駿河区のごみ収集
箱も、清水区と同様、静岡市が用意することとしまし
た。
（教育施設課）

措置済 平成28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

　この委託契約では、葵・駿河区では受託者がごみ
収集箱を用意するのに対し、清水区では市が用意す
るものとしている。しかし、ごみ収集箱は、学校や
幼稚園が固定資産として購入、管理すべきもので
あって、委託業者が購入し、学校に設置すべきもの
とは思えない。
　ごみ収集箱について、葵・駿河区と清水区とで、
あえて異なる取り扱いをする合理的な根拠はないと
考える。葵区・駿河区のごみ収集箱についても、清
水区と同様、静岡市が用意すべきである。

７　区役所間連絡業務、地区センター文書送受業務

(1)主たる業務の再
委託について

　区役所間連絡業務、地区センター文書送受業務と
もに、どちらも再委託されているのは、主たる業務
そのものである。静岡市では、主たる業務の再委託
を禁止している。所管課には、主たる業務を再委託
しているという認識がなかったとのことである。課
内において、市のルールの理解の徹底を図り、委託
業務の管理体制を強化する必要があると考える。

措置済 平成27年度

　この２業務では、市のルールに反し、主たる業務
の再委託が行われていた。
　主たる業務の再委託については、市のルールに抵
触していることを理由に止めるべきなのか、あるい
は、コスト効率等を考慮して継続するべきなのか、
まずは所管課と契約課で検討する必要がある。その
うえで、主たる業務の再委託を継続すると決めた場
合には、この再委託を例外的に妥当と判断した合理
的な理由について、市民に対し明確に説明する必要
があると考える。

　５（３）と同じ
（行政管理課）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)積算価格の算定
方法について

　レンタカーの賃借料には、事業者の利益も含まれ
ているため、運搬頻度が高い業務にレンタカーの単
価を適用すると、実例価格に比べて相対的に高い金
額となる。区役所間連絡業務のように、車両の運搬
頻度が高い業務では、適正な原価計算にもとづい
て、車両経費の積算価格を計算するべきである。

　平成26年度までは、当該業務に係る車両経費の積算に
民間レンタカー会社６社の車両借り上げ単価をもとに行
なっていたが、平成27年度における当該業務の車両経費
算出にあたっては、輸送原価計算の指標となる計算方法
を用い、適正な原価計算に基づく車両経費の算出方法に
改めました。
（行政管理課）

措置済 平成27年度

８　静岡駅北口情報提供コーナー管理運営業務

(1)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

　当該業務を前金払いとした理由は、委託先の（公財）
まちづくり公社から前金払いの申出の依頼が書面であ
り、業務に関する人件費等支払計画を確認したところ、
業務を円滑に実施するうえで前金払いが適当と判断した
ため、前金払いによる契約を締結しました。
　その後、施設のあり方の検討を行いリニューアルをし
た結果、原則無人での施設運営をすることとし、平成27
年度からは、施設の開閉等を別の業者に委託し、業務の
履行を確認した後、月ごとの支払を行っています。
（広報課）

措置済 平成28年度

(2)事業報告の内容
について

　受託者からの報告書に記載されている内容は、設
備点検や仕様書外の開館状況といった施設管理につ
いてのものがほとんどである。
　シティプロモーションの推進に資する有用な情報
を受託者から報告させるよう、報告書の様式の改定
等を行う必要がある。

　平成27年度に、時季をとらえたシティプロモーション
を行うため、北口地下情報提供コーナーをリニューアル
オープンしたことに伴い、受託者の常駐による管理を廃
止したため、常駐職員が行う情報収集による報告等はな
くなりましたが、シティプロモーションの推進に関する
情報収集をする必要性は高いと考え、「交流ノート」等
を置いて利用者に感想やメッセージを記入してもらうな
ど、シティプロモーションに資する情報収集に努めてお
ります。
（広報課）

措置済 平成28年度
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(3)事業の効果につ
いて

　平成25年度の来場者数は、目標に対し実績が30％
以上も下回る結果となっている。この結果につき、
担当課は、「来客数の減少要因を調査したがその理
由が見当たらない」と明記している。また、受託者
からの報告事項には、シティプロモーションの推進
に資する情報は何ら記載されていない。こうしたこ
とから勘案すると、担当課が来客数の減少理由を把
握する努力を怠っているように見受けられる。
　担当課として、来客数の減少理由を不明で終わら
せてしまうのではなく、原因を把握できる体制を整
える必要がある。そして、早急に来客数の減少要因
を究明し、適切な改善策を実施していく必要がある
と考える。

　減少の理由は、「入りにくさ」ではないかとの仮説を
たて、平成26年７月より当コーナーのガラス壁面のポス
ターを撤去して、内部の様子を見えやすくし、合わせ
て、常時ドアの解放を行ったところ、来客数が前年度比
193％にまで回復し、その後も順調な来客数を確保する
ことができました。
　リニューアルオープン後も、ポスター等の掲示物を調
整して内部を見えやすくし、開館中のドアを解放するな
ど、利用者が入りやすい工夫を行うことにより、来客数
減少の原因把握に努め、適切な改善策を実施してきま
す。（広報課）

措置済 平成28年度

９　駿府浪漫バス運行業務委託

(1)参考見積書の分
析について

　担当課の「他の課でどのような対応をしているか
分かりませんが、当課ではそのような分析を行って
おりません。」という回答を見る限り、参考見積書
の内容について、担当課が十分なチェックを行って
いるとは言えない。
　この業務は単独随意契約であり、競争原理が働か
ない契約である。マニュアルに記載のとおり、参考
見積書の内容については、相手方から数値による説
明等を求めるなどの方法により、可能な限りチェッ
クを行う必要がある。

　人件費等の数値について、静岡県の公共労務単価と比
較し、また、受託者に説明を求め、通常の範囲内である
ことを確認しました。
　今後も翌年度の積算をする際に、人件費を静岡県の公
共労務単価と比較するとともに、他都市の類似事業の積
算状況等も調査し、適正な積算金額を決定していきま
す。
（観光交流課）

措置済 平成27年度
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10　静岡市駿府城跡観光バス駐車場管理運営業務

(1)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

　前金払については、「支出方法の特例」とはいえ、地
方自治法施行令第163条各号に該当すれば行えるもので
あるため、すべての前金払を“例外”として厳格に扱う
べきではないと考えています。
　また、受託者が外郭団体であるという属性や運転資金
の有無を持って、前金払が直ちに問題になるとは考えて
いません。
　しかしながら、本業務においては内容を精査した結
果、業務履行前の前金払による必要性が低いと判断した
ため、一定期間の業務完了後に、同時期までの未履行部
分がないことを確認したうえで支払う方法に改めまし
た。
（観光交流課）

　なお、上記支払方法は、年間分の業務が完了したのち
支払う本来の通常払ではなく、解釈によっては、契約期
間の途中に委託料等の一部を支払う前金払に該当すると
も言えますが、これまでも定期の通常払いとして運用し
てきました。
　今回、関係各課において、定期の通常払は前金払とし
て扱わないことや、定期の通常払において中途解約と
なった場合の対応等について改めて確認しました。
（行政管理課、政策法務課、契約課、静岡会計課）

措置済 平成27年度

(2)事業報告の内容
について

　本業務において、観光案内等の実施は、重要な業
務であると判断できる。しかし、現状、委託業者か
ら受けている月次報告には、駐車場の利用状況・料
金徴収に係る事項と施設の運営業務に係る事項が記
載されているのみであり、観光案内等についての情
報は、何ら記載されていない。
　市は、観光振興に役立つ情報を委託者と共有し、
実際に今後の観光振興に役立てることができるよ
う、業務内容の報告を行わせるべきである。

　管理運営業務受託者と協議の上、平成27年３月分の報
告書から、不足していると指摘されていた観光案内の有
無及び案内をした人数の項目を報告内容に追加しまし
た。
　今年度は、月次報告の際、駐車場の利用状況等とあわ
せ、観光案内をした人数等の報告も受けています。
（観光交流課）

措置済 平成27年度
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11　静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府楽市」使用料徴収業務

(1)委託の理由の具
体的について

　業務を委託する理由として、「利用者の利便性を
高め、効率的に事務を進める」ことにつき、具体的
には記載されていない。
　委託の理由については、より具体的に記載する必
要がある。

　平成27年度「駿府匠宿」使用料徴収業務の委託理由に
ついて、下記のとおり具体的な記載を加えました。
「駿府匠宿には指定管理者が設置されており、市職員は
常駐していない。そのような状況下では、常駐者である
指定管理者に業務を委託する方が、利用者の利便性を高
め、効率的に事務を進めることができる」
（産業振興課）

措置済 平成27年度

(2)積算と実績の乖
離について

　使用料徴収業務で実際に行われている業務量は、
積算上の件数よりも少ないものとなっている。本業
務が指定管理業務と深く関係しているのは確かであ
るが、積算と実績との乖離状況からすると、業務量
については、委託契約と指定管理とは分けて考える
べきである
　委託料の積算については、契約年度において予想
される発生件数を使用して算定を行うべきである。

　駿府匠宿における創作体験施設使用料や駐車場使用料
については、これまで指定管理者と使用料徴収事務委託
契約を締結し市の歳入としてきました。
　しかし、事業全体の見直しを図るなかで、指定管理者
の自由度を拡大することで、利用者にこれまで以上の
サービスが提供できることや、指定管理者の経営努力に
対するインセンティブが高まることから、平成28年４月
１日付で利用料金併用制に移行し、使用料徴収事務委託
を廃止しました。
（産業振興課）

措置済 平成28年度

12　駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務

(1)委託の理由の具
体性について

　業務を委託する理由として、何がどのように「効
率的」なのかについて、具体的には記載されていな
い。現状の記載だけでは、内容が不十分であると言
わざるを得ない。
　委託の理由については、より具体的に記載する必
要がある。

　本事業の目的は、「本市地場産品の情報発信」である
が、事業実施にあたり、
１　市が持っていない地場産品の展示・ＰＲのノウハ
ウ、地場産業業界とのネットワーク、調整力が必要であ
る
２　地場産品の販売を通じた情報発信を図りたいが、市
は地場産品を直接販売する立場にない
　以上の理由により、市が直接同事業を実施するより、
委託して実施するほうが本事業の目的を達成できること
から、委託により事業を実施しています。
（産業振興課）

措置済 平成27年度
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(2)見積執行の実施
時間について

　この業務の見積執行日時は「平成25年3月25日
午前10時00分」となっている。一方で「静岡市工芸
と歴史の体験施設「駿府匠宿」使用料徴収事務」委
託業務の見積執行日時も「平成25年3月25日　午前
10時00分」と同一時刻となっている。担当課に確認
したところ、「２件を同時に執行したわけではな
く、実際に時間差も生じている」とのことであっ
た。見積結果表は、適切に見積執行が行われたこと
を証する書面である。
　事実にもとづいた適切な記載を行う必要がある。

　一連の事務が10時に開始したため、同じ時刻が記載さ
れているものであり、実際の見積執行に当たっては、委
託業務ごとに順番を決めて行っており、問題ないと考え
ています。
（産業振興課）

措置済 平成27年度

(3)事業報告の内容
について

　市へ毎月提出される「駿府楽市「特産品展示コー
ナー」管理運営業務完了報告書」には、従事者を報
告する項目がある。この報告は、市の委託業務と㈱
駿府楽市の固有の業務が合算された報告となってい
る。
　市が、委託業務が適切に履行されていることを確
認するためには、本来、委託業務の該当者のみを従
事者として報告させるべきである。

　平成27年度報告分から、指摘のとおりとしていきま
す。
（産業振興課）

措置済 平成27年度

13　静岡市中小企業融資制度受付業務委託

(1)委託の理由の妥
当性について

　委託業務実施伺いには、委託の理由として、「中
小企業の経営相談に関する高度に専門的な知識とノ
ウハウを持った専門業者に委託する」と記載されて
いる。しかし、通常の受付業務自体は、必要項目の
記入内容の確認がメインとなっており、必ずしも高
度で専門的な知識を有している必要はないとのこと
である。
　委託の理由については、実態に合わせた適切な記
載に改める必要がある。

　今回の指摘を受け、平成27年度の委託業務実施伺いの
委託の理由を下記のとおり利用者の利便性とサービスの
ワンストップサービス化とする記載に改めました。
　「当該、相談・受付業務については、現在、清水庁舎
の当課で実施しているところであるが、葵区・駿河区の
利用者に近く、かつ、他のサービスと合わせて利用可能
な産学交流センターを実施場所として当該業務を行うこ
とにより、利用者の利便性の向上と中小企業支援のワン
ストップサービス化を図るとともに、金融・経営等の専
門的な相談にも対応するため、中小企業の経営相談等に
関する専門的な知識とノウハウ等を有する産学交流セン
ターの指定管理者に委託するものである。」
（産業政策課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

10(1)の措置の内容と同じ。
（産業政策課）

措置済 平成27年度

14　静岡市日本平動物園園内管理業務

(1)委託の理由につ
いて

　委託業務実施伺いには、「本業務は定型的な管理
業務」であることが、この業務を委託する理由とし
て記載されている。しかし、業務の実施伺いや仕様
書には、園内管理業務の１つとして、「入園者誘致
及び教育普及事業に係る各種事業の共同開発・実
施」と明記されている。この委託業務を全体で捉え
た場合に「本業務は定型的な管理業務」と言い切る
ことは困難である。
　「本業務は定型的な管理業務」であるとする、現
状の委託の理由は不適切であると考える。委託の理
由を適切な表現に改めるべきである。

　日本平動物園園内管理業務は、入園者に対する売改
札、駐車場運営、遊戯施設管理、園内清掃のほか、入園
者誘致や教育普及事業等からなっています。
　当該業務を管理業務として、包括的に委託しているの
は、来客者に対し、入園からお帰りいただくまで、一体
的なおもてなしをすることで、動物園で一日安心して過
ごしていただきたいという観点からです。
　また、災害時等における緊急対応についても、包括的
な委託というメリットを活かし、迅速な対応ができると
考えています。
　日本平動物園と動物園協会が車の両輪となって魅力あ
る動物園運営を引き続き行っていくため、今後も、包括
的に委託していきます。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度

(2)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

10(1)の措置の内容と同じ。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(3)積算金額の算定
根拠について

　積算作成過程の中で、担当課には、大まかな数値
の積算書しか資料が残っていない。すなわち、積算
金額のうち、個別の項目の数値に結び付き、算出根
拠の明細となる資料は存在していない。
　積算は、予定価格決定や契約締結の根拠となるも
のである。その数値の算出根拠を詳細に記載した積
算書の作成を行うべきである。

　今後は、算出根拠を詳細に記載した積算書を作成しま
す。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度

(4)仕様書に基づく
積算書の作成につ
いて

　現状の積算は、動物園協会が作成した予算要求明
細書の所要経費がベースとなっているため、標準的
な経費水準との関係がわかりにくい状態となってい
る。現状の積算方法を改め、仕様書に基づいた積算
を行う必要がある。

　今後は、参考見積書や過去の実績、市場の状況等を総
合的に勘案したうえで、仕様書に基づいた積算を行いま
す。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度

(5)業務の発注形態
について

　現時点では、委託料削減の観点から、業務の発注
形態を検討することは行われていない。仕様書に基
づく積算を行うことによって、こうした観点からの
検討も可能になると考えられる。市の財政負担の軽
減化、日本平動物園の全体的な事業効果の向上と来
園者へのサービスの維持向上を両立させるために
も、業務の発注形態について、検討する必要がある
と考える。

　上記（１）に記載のとおり、今後も包括的な委託によ
り、動物園を運営していくため、発注形態については、
現状のままとします。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度

(6)委託料の積算と
実績との比較につ
いて

　現状では、委託業務の終了時点において、市の積
算と動物園協会の経費実績との比較分析は行ってい
ないということである。
　市の積算と前年実績との比較分析を行い、翌年度
の積算を厳しく行うことが、委託料の削減に直結す
ると考えられる。本業務の委託料について、積算と
実績の比較分析を行う必要がある。

　上記（４）に記載のとおり、積算にあたっては、参考
見積や過去の実績、市場の状況等を総合的に勘案したう
えで、客観的な積算を行っていきます。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度

(7)市が委託する業
務と受注先が行う
独自業務との区分
について

　委託業務の内容として、市が委託している「各種
イベント」と協会が「公益目的事業」として独自に
行う「各種イベント」との区分は明確ではない。
　市が委託すべき業務と協会独自の業務を明確に区
分するためにも、仕様書等の内容をより詳細に記載
することにより、業務の範囲を明確化する必要があ
る。

　市が動物園協会に委託している事業としては、例え
ば、春の動物園まつりにおけるプロモーションなどであ
り、市と協会の事業区分は明確になっています。
　しかしながら、仕様書の内容が一部、分かりづらい内
容となっていたため、詳細に記載しました。
（日本平動物園）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

15　長沼遺跡発掘調査業務

(1)特記仕様書の虚
偽記載について

　この委託業務では、契約書の締結時点において、
表土掘削は実施されていなかったにもかかわらず、
契約書内の特記仕様書に、表土掘削は「実施済みで
ある」と記載されていた。これは、たとえ意図的で
はなかったにせよ、結果的には、虚偽の記載がなさ
れていたということになる。
　今後は、契約の前提となる重要な事項について、
他の所管課から文化財課へ確実に情報を伝えること
（情報の伝達）と、文化財課のほうからも情報を確
認すること（情報の確認）の徹底が必要と考える。

①関係課と発掘調査業務実施に際しての事前の協議、調
整を行ったうえで、特記仕様書への記載を行い、双方で
記載内容を確認することとしました。
　関係課との事前協議、調整については、関係課から発
掘調査業務の委嘱を受ける段階及び発掘調査業務実施計
画を策定する段階で現地状況の確認や関係工事工程計画
の確認を怠りなく実施し、発掘調査業務着手直前まで関
係課と定期的な連絡会を開催して関係工事の進捗に関す
る双方向の情報共有を行います。

②関係課に対し、調査の状況を随時報告するとともに、
終了時には速やかに業務報告を行うことを徹底すること
としました。
（歴史文化課）

措置済 平成27年度

16　三保松原ガイダンスブース観光案内・管理業務

(1)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

10(1)の措置の内容と同じ。
（歴史文化課）

措置済 平成27年度

(2)人件費単価の割
り増しについて

現状からすると、人件費の単価を高めに設定する
ことの合理性は乏しいと考えられる。県が公表して
いる単価に、市が独自の上乗せをして、それを積算
上の単価とするのであれば、市民が納得できるレベ
ルでの合理的な説明が必要である。また、人件費の
単価を高めに設定した根拠等について、積算書には
明示されていない。仮に単価を高めに設定するとし
ても、積算金額の計算過程において、その根拠等を
明確にしておく必要があると考える。

人件費の設計単価については、適用すべき業務の単価
表（平成26年度静岡県建設資材等単価表 業務委託等技
術者 第２期）により設計することとしました。その単
価表が適用できない場合には、その理由を明確にすると
ともに、採用する単価については見積書を徴取し、単価
を決定します。
（歴史文化課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

　市のマニュアルによれば、随意契約業務の積算価
格の算定は、「類似業務や実績等を参考にする」か
「参考見積書を基に」行うこととなっている。しか
し、この業務は新規の業務でありながら、参考見積
書の徴取を行うこともなく、積算価格の算定が行わ
れている。
　市のルールにしたがった事務手続を行う必要があ
る。

17　旧マッケンジー邸管理業務委託　　※指摘事項なし

18　中勘助文学記念館管理運営業務

(1)事業の成果測定
について

　現状の「入館者数」には、巡回に来た市の職員、
委託先の役員、茅葺屋根の葺き替え工事担当者も含
まれているが、一般的には、「入館者」として取り
扱われないものである。事業の成果として、工事担
当者のように職務で訪れた人員を含めて、Ａ評価と
するのは適切ではないと考える。
　事業の成果測定は、純粋な「入館者数」によって
行うべきである。

　平成26年度における事業の成果測定は、純粋な「入館
者数」によって行うこととしました。
（文化振興課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(3)委託の理由の具
体性について

　業務を委託する理由として、何がどのように「効
率的」なのかについて、具体的には記載されていな
い。【見積参加者が１者である理由】には、具体的
な記載があるが、委託の理由には十分な記載がな
かった。
　委託の理由についても、より具体的に記載する必
要がある。

　平成27年度においては、委託理由を「当該施設は、中
勘助の業績の顕彰と市民に文化活動の場を提供するため
整備されたものである。この目的を達成するための事業
運営と施設の管理とを円滑に実施するのは業務委託が効
率的であるため。」とより具体的に記載しました。
（文化振興課）

措置済 平成27年度

平成28年度(2)記念館開館日の
見直しについて

　平成24年度より文化振興課に業務が移管されて以来、約4,500点
におよぶ本市所蔵中勘助関連資料の活用を中心に顕彰事業の強化に
努めてきました。
　平成27年度には開館20周年を迎え、８本の記念事業を展開し、特
に、市民ギャラリーでの展覧会「縁の作家、中勘助展」（H28.2.3
～18）は、全国屈指の所蔵品を誇る当施設にしかできないものとな
り、県内外から多くの観覧者が訪れ、好評を得ました。併せて、主
要所蔵品目録も掲載した中勘助顕彰誌を作成し、全国の文学館や大
学図書館などの研究施設に寄贈し、当施設及び所蔵品の存在を誇示
する機会となりました。また、同年は中勘助没後50年であり、「神
奈川県立近代文学館」（横浜市）で「『銀の匙』の作家　中勘助
展」（H27.5.30～7.30）が開催され、本市所蔵品を約150点貸出し
ました。
　このように顕彰事業の強化により中勘助や本市所蔵資料の認知度
は向上してきており、監査対象となった平成25 年度とは状況が変
化しています。来館者数も26年度の1,753人から27年度は1,962人に
増加し、28年度は20周年事業の成果も有り、更に増加が見込まれま
す。
　平成28年度には、同敷地内に収蔵庫が建設・完成予定であり、現
在市内数か所で保管している所蔵品が１か所に集約され、ますます
資料の活用、顕彰事業の強化が図られます。また、当施設の新たな
活用方法として、日本家屋・茅葺屋根の施設自体の魅力を活かす＝
ユニークベニューの視点を取り入れた事業を開催していく予定で
す。
　以上のことから、開館時間及び休館日については現状のままと
し、中勘助文学記念館として、中勘助の顕彰を続けながら、併せて
ユニークベニューの導入等多様な施設の活用を図り、来館者増に向
けて、積極的に取り組んでいきます。
（文化振興課）
※ユニークベニュー：美術館や博物館などの文化施設や公的空間
で、本来の施設の用途とは異なる会議やイベントなどを開催し、そ
れによる特別感や情緒を感じさせることのできる会場のことを指し
ます。

　この業務では、委託料の大半が人件費で構成され
ているため、閉館曜日の増加や閉館期間の設定によ
り、開館日を少なくすることが出来れば、委託料を
減らすことが可能である。
　1日当たり0.5人にすぎない県外からの来館者のた
めに、現状の日数での開館が本当に必要かどうかに
ついて、再度検討する必要があると考える。

措置済



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

19　静岡市民文化会館前駐車場使用料徴収業務

(1)委託の理由につ
いて

　委託業務の内容からすると、経費節減のほうが、
委託する理由としては大きな要因となっていると考
えられる。平成25年度における委託理由の記載は不
十分であったといえる。また、平成26年度に記載し
た理由についても、何がどのように「効率的」なの
かについて、具体的には記載されていない。
　現状の記載では、具体性に乏しいと言わざるを得
ないため、より具体的に記載する必要がある。

(2)機械式駐車場の
導入について

　機械式駐車場導入のメリットとデメリットを検討
した結果、エリアの再整備が実施されると想定され
る時期までに、設備投資金額を上回るコスト削減効
果があると判明する可能性もある。
　たとえ再整備の方針が決まる前であっても、機械
式駐車場導入のメリットとデメリットについて検討
し、その内容を把握しておくことが必要と考える。

　平成28年度の静岡市民文化会館の指定管理更新に伴
い、静岡市民文化会館前駐車場が同施設との一体管理と
なったため、静岡市民文化会館前駐車場使用料徴収業務
を廃止しました。
　また、指定管理者から機械式駐車場導入の提案があ
り、導入のメリットとデメリットについて検討結果を勘
案し、機械式駐車場を導入しました。

（文化振興課）

【メリット】
・事前精算機の導入などにより精算手続きがスムーズに
できる
・有人管理の場合、日時により出庫口を１つしか設ける
ことができなかったものが、機械式により常に２つの出
庫口で精算できる
・稼動データ等詳細な駐車場データを抽出できる
・コスト削減効果で、その分駐車場内の巡回警備などの
人手が割ける
【デメリット】
・有人管理の場合、面前で問合せを受けることができ、
必要であればすぐに対　処できたことができなくなる
（機械式の場合、出庫口付近にコールセンター直通電話
を設置し、問合せを受けることは出来る）。

措置済 平成28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

20　静岡市生涯学習センター、女性会館及び南部勤労者福祉センター使用料徴収事務委託

(1)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

10(1)の措置の内容と同じ。
（生涯学習推進課）

措置済 平成27年度

21　清水区生涯学習交流館使用料徴収事務委託

(1)積算方法の見直
しについて

　使用料徴収１件当たりの所要時間を267分（4時間
27分）として、人件費を積算することは、到底理解
しがたいものである。
　使用料徴収業務1件当たりの所要時間や、それ以
外の各種事務作業に要する時間等について、実態を
適切に把握したうえで、事実に応じた適切な積算を
行うべきである。

　使用料徴収事務は、指定管理業務に含まれる使用許可
事務と一連の業務であるため、当該施設の指定管理者に
委託しています。そのため、29年度からの指定管理の更
新に合わせ使用料徴収事務を見直した結果、１日当たり
の所要時間は３分の１となり、これに伴う人件費の積算
額も約３分の１となりました。
（生涯学習推進課）

措置済 平成28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

22　生涯学習センター社会教育事業企画運営業務

(1)委託の理由の未
記載について

　委託業務実施伺いには、委託の理由が記載されて
いない。
　委託の理由は、外部委託を行う妥当性を判断する
のに重要な事項であるため、適切に記載することが
必要である。

　これまで別途委託契約を結んでいた本業務は、事業の
合理的かつ効果的な運用の見直しに伴い、平成26年度以
降、指定管理事業に含まれたことから、平成25年度を
もって事業終了しました。
（生涯学習推進課）

措置済 平成27年度

(2)前金払いの適用
について

　外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後
の支払いではなく、例外的な前払いとなっている以
上、市はその合理性を説明する必要がある。しか
し、現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっ
ている。まずは、給付完了後の支払いとして、部分
払いの適用が可能かどうか、検討する必要がある。
そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用
する場合には、合理的な根拠を具体的に記載し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

　これまで別途委託契約を結んでいた本業務は、事業の
合理的かつ効果的な運用の見直しに伴い、平成26年度以
降、指定管理事業に含まれたことから、平成25年度を
もって事業終了しました。
（生涯学習推進課）

措置済 平成27年度

23　静岡市岡生涯学習交流館生涯学習事業企画運営業務委託

(1)委託の理由の未
記載について

　委託業務実施伺いには、委託の理由が記載されて
いない。
　委託の理由は、外部委託を行う妥当性を判断する
のに重要な事項であるため、適切に記載することが
必要である。

　これまで当該施設の建替えに伴い別途委託契約を結ん
でいた本業務は、平成26年度以降、指定管理事業に含ま
れたことから、平成25年度をもって終了しました。
（生涯学習推進課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)事業報告の内容
について

　日常業務のメインは、仕様書上の「（3）市民主
体のまちづくりを推進する人材の育成に関するこ
と、（4）生涯学習に関する情報の収集及び提供並
びに相談に関すること」に関連する業務であり、相
当の時間を要していることがわかる。しかし、仕様
書上で提出が義務付けられている事業報告書と事業
日誌には、仕様書（3）、（4）についての業務報告
は行われていない。
　事業報告書の様式の見直しを行い、具体的にどの
ような業務を行っているかを報告させることによっ
て、翌年度以降の事業改善につなげるという、ＰＤ
ＣＡサイクルの確立に努める必要があると考える。

　これまで当該施設の建替えに伴い別途委託契約を結ん
でいた本業務は、平成26年度以降、指定管理事業として
契約しています。指摘事項を踏まえ、年度報告ではその
他の指定管理施設と同様に、人材の育成に関することや
情報の収集提供などを事業報告書に含めるよう指導し、
翌年度以降の事業改善につなげていきます。
（生涯学習推進課）

措置済 平成27年度

24　静岡市霊園管理業務委託

(1)契約書別紙編纂
もれ

　編纂された契約書内には「別記様式」が綴じられ
ていなかった。契約書で「別記様式」と定めている
以上、適切に編纂しておく必要がある。

　契約書の綴じ込み前に「別記様式」の有無をチェック
し、綴じ込み後に主担当者以外の者がダブルチェックを
行う様、事務手順を改めました。
（戸籍管理課）

措置済 平成27年度

25　静岡市民ギャラリー運営等業務委託他４業務



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(1)委託の理由の具
体性について

　すでに記載済のもの以外でも、生活文化局の委託
契約には、業務を外部へ委託する理由として「効率
的なため」と書かれているだけで、何がどのように
「効率的」なのかについては、具体的に記載されて
いないものが散見された。現状の記載では、具体性
に乏しいと言わざるを得ない。
　委託の理由については、より具体的に記載する必
要がある。

　平成27年度においては、委託理由を「本業務は、美術
作品の展示会などの場を提供し、市民の芸術文化の向上
を図るため実施するものであり、施設の運営及び利用率
向上のための事業展開を効果的・効率的に行う必要があ
るため、一体的に委託するものである。」とより具体的
に記載しました。
（文化振興課）

　平成27年度に委託する事業については、「委託の理
由」の記載内容を見直し、具体的に記載することとし
た。例えば、「静岡市体育館及び総合運動場使用料徴収
業務」の委託理由については、下記のとおり記載した。
「当該施設は指定管理者が管理・運営しており、使用料
徴収業務と受付業務を同時に行うことで応対時間を短縮
でき、利用者へのサービス向上と人件費の抑制ができる
ため、市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施
させる方が効率的である。」
（スポーツ振興課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

26　静岡市手話奉仕員養成講座（入門課程）業務

(1)事業の効果につ
いて

　市が委託している講座では、定員が150名から80
名へと大幅に減少しており、静岡市で登録される手
話通訳者は、年に数名しかいないという状況であ
る。この登録者数からすると、手話通訳者の人手不
足を解消できる状況にはなく、事業の効果は大きい
とはいえない。
　まずは、「手話奉仕員養成講座」の受講者数を増
やすため、市のＰＲを積極的に強化する具体的な方
法を検討し、実施していくことが必要である。ま
た、「手話奉仕員養成講座」については、民間市場
に委ねることも検討すべきと考える。最終的には、
静岡市に登録される手話通訳者の増加につながるよ
う、市の具体的な取り組み方法を再度検討しておく
ことが必要と考える。

○「手話奉仕員養成講座」の受講者数向上策について
　静岡市手話奉仕員養成講座は、本監査の対象となった
翌年度の平成26年度から、厚生労働省カリキュラムに準
拠したテキストの改訂により、平成25年度まで「入門課
程」「基礎課程」と分割して２年間で実施していた講座
を、両課程を１年で実施する方法に見直しました。これ
により、全国手話通訳者統一試験の受験資格を得られる
までの最低学習期間は５年から４年に短縮されました。
１年間で見れば講座定員は150名から80名と減少してい
ますが、将来手話通訳者を目指す方が両課程を短い期間
で集中して学習できる点で受講者の意欲の維持・向上が
見込まれ、「登録手話通訳者数の増加」につながるもの
と考えています。
　平成27年度の手話奉仕員養成講座受講生募集は、当課
及び各福祉事務所障害者支援課、各生涯学習施設、図書
館、静岡市社会福祉協議会各センター等に配架箇所を増
やすとともに、市広報紙及び市ホームページへ募集記事
を掲載したところ、定員80人に対し、75％に当たる60名
の応募がありました。（講座定員に対する応募者数　平
成25年度58％、26年度71％）今後も引き続き受講生募集
の周知に努めていきます。
　また、奉仕員養成講座受講生に対して登録手話通訳者
の活動を紹介するなどし、次のステップである「手話通
訳者養成講座」の受講を引き続き促していきます。

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

○「手話奉仕員養成講座」の民間市場活用について
　県内在住者が登録手話通訳者となるために受験する全
国手話通訳者統一試験の受験資格は、「手話奉仕員養成
講座」及び「手話通訳者養成講座」を修了することによ
り得られるが、両講座は障害者総合支援法に基づき厚生
労働省の作成したカリキュラムに沿って自治体が実施す
るものであること、また、同講座の講師は、国が主催す
る講師養成研修を受講した聴覚障害者及び手話通訳者に
限られていることから、民間で実施された類似する講座
の受講者を、自治体主催の講座受講者と同等に取り扱う
ことができません。
　本市の手話奉仕員養成講座は、委託業者のほか市内の
関係団体の協力のもと、受講申し込みや講師との連絡調
整などを含む講座運営を実施しているが、専門的な知
識、技術、経験等を有する講師陣との連携や、マンツー
マン、グループ学習といった形式による手話技術のほ
か、ろうあ者への理解、共生のための認識等の習得が重
要となるため、受託者の選定には引き続き慎重に取り組
んでいきます。
（障害者福祉課）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

27　障害者等相談支援事業

(1)積算と実績の乖
離について

　相談支援事業所には、毎日、簡単に解決できない
多種多様な相談が寄せられている。積算金額が、必
要以上に低く見積もられている場合には、事業所の
経営が圧迫され、十分なサービスの提供がなされな
い恐れがある。
　積算金額については、実績にもとづき、業務の実
態を反映したうえで計算する必要があると考える。

　指摘事項を踏まえ、平成27年度以降、毎月の連絡会議
や月次報告書において、計画通りに事業を実施している
か、十分なサービスが提供されているか等、委託業務内
容を再確認しながら実績報告の内容を整理してまいりま
した。
　その結果、指摘事項にある積算と実績の乖離の原因
は、実績報告に、相談支援業務の範囲を超えた相談対応
件数を含めて報告があったこと、市も報告内容を十分に
精査せず報告件数をカウントしたことによるものでし
た。
　報告書を精査したところ、委託業務は適正に実施され
ており、その件数は積算と乖離していないものであるこ
とを確認しました。
　これを受けて、各事業所に対しては、改めて委託業務
内容の理解を促すとともに、実績報告の仕方を明確に示
し、当該委託業務にかかるものを報告するよう指導しま
した。また、市としても報告を受けた際には、その内容
を十分に精査し、疑義が生じた時は事業所に説明を求め
る等、一層の注意を傾けた対応をすることとしました。
　今後とも、委託している事業の実施状況を正確に把握
し、実態を反映した積算を行うとともに、委託内容に
沿った十分なサービスの提供がなされるよう、事業所と
意思疎通を図りながら、適切な業務実施に努めてまいり
ます。
（障害者福祉課）

措置済 平成28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

28　静岡地区放置自転車等移送業務

(1)業務仕様書と積
算の整合性につい
て

①　移送班の業務時間について
移送班の業務時間について、業務仕様書では６時

間とする記載がありながら、積算書では８時間とし
て人件費を計算しているため、整合性がとれていな
いように見受けられる。

業務仕様書の記載内容を業務の実態を反映したも
のへと改めることにより、積算との整合性を図る必
要があると考える。

　
移送班の業務時間については、午前９時から午後４時

までを現場活動時間とし、それ以外の時間については現
場活動時間外として仕様書を修正しました。

補助員については、見積書を参考に移送班、補助員と
分けた積算を実施しました。
（交通政策課）

措置済 平成27年度

②　補助員の人件費について
　業務仕様書では、業務時間を定めている補助員に
ついて、積算上は、人件費を計上していないため、
両者の整合性がとれていない状態となっている。
　環境公社から、補助員の見積人数、実績報告等の
情報を入手し、積算への反映や業務の管理に役立て
ることが必要と考える。

29　道路パトロール管理業務

(1)不測の事態への
対応について

　現状では、「施設等管理支援技術者」の資格を有
する者は、市の職員には１人もなく、静岡市内に１
人しかいないため、不測の事態が生じた場合には、
代わりとなる者がいない状況にある。
　所管課の姿勢として、技術職員の増員などの環境
変化を待つだけではなく、市の職員による資格保有
も視野に入れ、職員の育成について、むしろ積極的
に取り組んでいくことが必要と考える。

　建設局におきましては、研修会への派遣など、これま
で道路維持管理に関する職員の育成に取り組んできたと
ころではありますが、今後は道路保全課でも職員に対
し、維持管理における認識を深めてもらう機会を積極的
に設けていきます。
　詳細は、トンネル点検、橋梁点検と言った道路ストッ
クの老朽化に対する研修を、民間の専門家を招き、年４
回、「座学」、「実地」で実施します。
（道路保全課）

措置済 平成27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

30

(1)「一般食」と
「特別食」の契約
単価について

①　変動費について
平均給食材料費の目安について、清水病院では静

岡病院よりも４％高く設定している。しかし、清水
病院の割高な単価設定には、特に合理的な理由が見
い出せられない。清水病院では、割高となっている
平均給食材料費について、仕様書の見直しを行い、
適正な単価にもとづいた契約を行うことにより、委
託料の削減に努める必要があると考える。

措置済 平成28年度

②　固定費について
　固定費を変動費的に取り扱う単価契約では、本来
は提供食の数と直接連動しない、人件費や経費と
いった固定費が、食数の多寡によって変動してしま
うため、委託業者に支払う委託料に過不足が発生す
る可能性がある。
　静岡病院、清水病院ともに、変動費については単
価、固定費については総価を前提として、積算や契
約の方法等を見直す必要があると考える。

入院患者給食業務委託
  　　※入院患者給食業務委託については、静岡病院・清水病院ともに院内で入院患者に提供する全ての食種（一般食、特別食、経腸
  　　　栄養、調乳等）に係る業務を、単一の事業者と一括契約しています。
　　　※静岡市立静岡病院は、平成28年４月１日より地方独立行政法人に移行しています。

　指摘事項を踏まえ契約の方法を見直し、今回の契約か
ら人件費・経費に相当する固定費と食数に連動する給食
材料費相当の変動費に分けて仕様の作成を行いました。
このことにより委託業者に支払う委託料について、食数
の変動に伴う過不足が発生しないよう適切に対応しまし
た。
　また、給食材料費については、これまでも適正な単価
の設定に努めてまいりました。今回、平成28年4月の給
食業務委託の契約更新に際しては、現状の給食材料の仕
入実績額等を踏まえて再検証を行い、変動費（給食材料
費相当）における各単価を適切に積算しました。
（清水病院事務局病院総務課）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(2)経腸栄養（経管
流動）の契約単価
について

　静岡病院と清水病院とでは、委託業務の範囲が異
なるとはいえ、清水病院にコスト削減の余地はある
と考えられる。清水病院では、現行の業務内容を分
析し、単価差異の原因を究明することにより、委託
料の削減に努める必要があると考える。

　静岡病院との単価差異は、当院における委託業務の範
囲が静岡病院に比べて広く、静岡病院では職員が実施
し、委託業務に含めていない「経腸栄養食材の在庫管理
及び詰め替え作業」を仕様に含めていることが主な原因
です。
　これは両院の当該業務に係る管理栄養士や看護師の配
置体制の違いに起因するもので、現状の当院の配置体制
下で病院職員が在庫管理等の業務を実施することは困難
であり、実施可能な体制を敷くには職員の増員等の対応
が必要となります。
　これらの検証を踏まえ、業務内容の検討を行いました
が、職員負担軽減、人件費抑制の観点から、現状の委託
業務の範囲は変更しないことが妥当と判断しました。
　なお、契約更新に際しては適切な経費積算を行うとと
もに、当該業務に係る経費を変動費から固定費に改める
見直しを実施しました。
（清水病院事務局病院総務課）

措置済 平成28年度

(3)調乳の契約単価
について

　この業務は、役務提供業務として同一の業務であ
りながら、契約単価が異なるものとなっている。両
病院の単価の差が大きくなっていることから、静岡
病院では、現行の業務内容を分析し、単価差異の原
因を究明することにより、委託料の削減に努める必
要があると考える。

　調乳委託料削減のための原因分析を行い、今回から清
水病院と同様に調乳材料は当院で購入することとしまし
た。残りの委託料は調乳の人件費相当となるため、指摘
事項のとおり固定費に含める方法で契約を行いました。
　固定費の積算につきましても、調乳材料費分を除いて
行いました。
（保健医療課）

措置済 平成28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

(4)静岡病院と清水
病院との比較検討
について

　静岡病院と清水病院では、類似する病院給食業務
を外部へ委託しているが、両病院の契約単価等につ
いては、これまで特に比較検討されてきたわけでは
ない。静岡病院と清水病院の契約内容を比較するこ
とにより、現行の業務内容を改善すべき点が他にも
ないか、あらためて検討することが必要と考える。

　平成28年4月の給食業務委託の契約更新に際しては、
その準備作業における仕様書作成の段階から両病院病院
総務課間で連携し、契約単価、業務内容、契約方法等に
関する検討を行いました。その結果、両病院ともに固定
費及び変動費に分けて契約する契約内容の見直しを行い
ました。
　また静岡病院では清水病院の方式を採用し、調乳材料
の病院購入を行うことにしました。さらに「調乳」につ
いて、両病院ともにこれまでの変動費でなく固定費によ
る契約を実施することとしました。
（保健医療課）
（清水病院事務局病院総務課）

措置済 平成28年度

31　上下水道検針事務委託

(1)私人検針員の契
約単価の相違につ
いて

　この委託業務は、同一市内における同一業務であ
りながら、地域によって契約単価が異なるものと
なっている。また、１人当たりの委託料も地域に
よって異なっており、委託者間の公平性を欠いたも
のとなっている。
　地域ごとに異なる単価について見直しを行い、委
託料の削減、公平性の確保に努める必要があると考
える。

　指摘事項を重く受け止め、是正に向け、私人検針員の
理解を得られるように協議を重ねた結果、平成28年1月
に、静岡・清水・蒲原地区３地区特有な業務単価を一般
検針業務単価に集約するとともに、統一検針委託料単価
79円（税抜き）の適用を1年後の平成29年度からとし、
平成28年度は、激変緩和措置とし、静岡地区は84円（税
抜き）、清水地区は72円（税抜き）、蒲原地区は80円
（税抜き）とすることで、私人検針員全員の合意を得ま
した。
　この合意によって、平成29年度からは、統一単価によ
り私人検針業務委託を実施することとなりました。
（営業課）

措置済 平成28年度

(2)法人委託への全
面移行について

　上下水道の検針業務については、私人へ委託する
よりも、法人へ委託するほうに優位性があると考え
られる。しかし、静岡市では、私人から法人委託へ
の移行について、明文化された計画はなく、私人と
の契約解消については、明確な期限を持たず、自然
減という手段をとっている。
　静岡市においても、私人検針員の自然減に任せる
のではなく、法人委託への全面移行について、取り
組んでいくことが必要と考える。

　法人委託への全面移行は、静岡市水道検針労働組合と
の間で「私人検針員は65歳定年制とすること」及び「退
職補充分は法人へ移行すること」との合意がされている
ことから、今後も私人検針員の自然減により法人委託を
進めてまいります。
　しかしながら、法人への委託は、私人への委託に対し
コスト面・業務内容において優位性があると考えている
ことから、法人への早期の全面移行を実施するため私人
検針員の理解が得られるよう協議を継続してまいりま
す。
（営業課）

措置済 平成29年度
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32　平成17年度包括外部監査の措置状況について

(1)積算金額の算定
方法について

　現状の積算は、予算額という結論先にありきの積
算となってしまっている。積算価格の算定方法を見
直し、合理的な算定方法へ変更する必要がある。

　平成27年度契約分から、積算項目から、作業スペース
を削除するなど、合理的な積算方法に改めました。
（市民自治推進課）

措置済 平成27年度

(2)収入印紙の貼付
もれについて

　この変更契約書には、収入印紙が貼付されておら
ず、印紙税法に違反する状態となっていた。変更契
約書における印紙税法の取り扱いについて、周知徹
底する必要があると考える。

　収入印紙を貼付していない変更契約書を受領し、業者
方に収入印紙を貼付した変更契約書がある状態になって
いました。今回の指摘を受けて、速やかに変更契約書の
取り換えを行いました。
（産業政策課）

措置済 平成27年度

(3)再委託の事務手
続きについて

①　再委託の承認
この業務では、再委託の承認の審査、決裁さえも

行われていない。所管課からの回答を見ると、市の
定めたルールを理解していないことがわかる。市の
ルールの理解、市のルールにしたがった運用が求め
られる。

　課内で指摘文書とマニュアルを供覧し、再委託を承認
する際の一連の事務手続きについて、市の定めたルール
をマニュアルを利用して確認し、市の定めたルールにし
たがって処理するよう各係長から係内の職員に周知しま
した。
（福祉総務課）

措置済 平成27年度

②　再委託承認書の交付
市の定める事務手続にしたがい、受託者に対し、

「再委託承認書」の交付を行う必要がある。

　平成27年度の委託業務においては、市の定める事務手
続きに従い、適正に事務を実施しています。
　委託契約等における再委託の適正な執行について、改
めて課内周知を図りました。
（道路計画課）

措置済 平成27年度

③　再委託契約書の入手
所管課は、標準書式による契約書を使用し、再委

託契約書の入手、その内容確認を行う必要がある。

　再委託を認める委託業務の契約書作成においては、市
が再委託を認める場合の「契約書の規定」（標準書式）
を使用することの理解徹底を図り、再委託が行なわれた
場合、当該契約書写しの入手及び内容確認の必要性等、
本市の委託業務全般のルールを再確認し、ルールに沿っ
た委託契約を締結しました。
（行政管理課他３課）

措置済 平成27年度

④　「暴力団排除に関する誓約書兼同意書」等の入手
　市の定めたルールにしたがい、再委託先からも
「暴力団排除に関する誓約書兼同意書」等の書類を
入手する必要がある。

　委託業務受託業者に対し、再委託先においても「暴力
団排除に関する誓約書兼同意書」等の書類を作成し提出
を徹底するよう指導しました。
　今後も適正な事務の執行を図っていきます。
（公営競技事務所他９課）

措置済 平成27年度


